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《原告》　　   

送達先  〒160-0004    
東京都新宿区四谷4-23 
第１富士川ビル302号　株式会社　イメージユニオン
長 岩　 均 

                         

  
電話& Fax：03-3356-9932  
  

《被告》 

送達先  〒153-0041   
東京都目黒区駒場4-6-29 

田母神　俊雄
慰謝料請求事件
                訴訟物の価額　
金２０，０００円
                貼用印紙額　　　
　金１，０００円
第１　請求の趣旨 

被告は、原告に対し、慰謝料　金２万円と、これに対する２００８年１２月１８日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

訴訟費用は被告の負担とする。 

第１項につき仮執行宣言を求める。 

  

第２　請求の原因 

(1)－1〈原告について〉 

原告は、民間会社に就労する勤労者である。従って、所得税・住民税・厚生年金ほか正確に捕捉され、毎月確実に日本国憲法第30条「納税義務」を遵守する日本国民である。 

(1)－2〈被告について〉 

被告は、1971年防衛大学校入学以降2008年11月、国による更迭・退職まで、航空自衛隊に所属し、原告らの納税からなる国庫から俸給を得て生計を営む特別国家公務員であった。そして折しも、イラク特別措置法に基づく、自衛隊海外派兵時の2007年3月から2008年10月まで、日本国自衛隊航空幕僚長の要職に就いていた。 

【被告略歴】 

1967年（昭和42年）3月: 福島県立安積高等学校卒業 

1971年（昭和46年）3月：防衛大学校卒業（15期、電気工学専攻） 

1986年（昭和61年）1月：2等空佐昇任 

1990年（平成2年）1月：1等空佐昇任 

1991年（平成3年）8月：航空幕僚監部防衛課 

1993年（平成5年）12月：第3航空団

 HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9F%BA%E5%9C%B0%E6%A5%AD%E5%8B%99%E7%BE%A4" \o "基地業務群" 基地業務群司令（注：三沢基地） 

1995年（平成7年）6月：航空幕僚監部厚生課長 

1996年（平成8年）7月：空将補昇任 

1997年（平成9年）3月：南西航空混成団司令部幕僚長（注：沖縄方面） 

1998年（平成10年）7月：第6航空団司令（注：小松基地） 

1999年（平成11年）12月：航空幕僚監部装備部長 

2002年（平成14年）12月：空将昇任、統合幕僚学校長 

2004年（平成16年）8月：航空総隊司令官 

2007年（平成19年）3月：第29代航空幕僚長 

2008年（平成20年） 

10月31日：民間の懸賞論文【甲第1号証】へ応募した作品が日本の過去の侵略行為を正当化する内容で、政府見解と対立するものであったことが問題視され幕僚長を更迭、航空幕僚監部付となる。 

11月3日：「航空幕僚長たる空将」から空将となったことにより一般の将と同様の60歳定年制が適用、同日付をもって定年退職[58]。 

(2)－1〈被告が為した不法行為〉 

（A) 被告は2003年7月から2004年に亘り（統合幕僚学校長在任中）、「自衛隊を元気にするⅠ・Ⅱ・Ⅲ」【甲第2号証】を著し、航空自衛隊幹部学校幹部会発行のⅠ：『鵬友』第29巻第2号（平成15年7月号）1-29頁　Ⅱ：『鵬友』第29巻第6号（平成16年3月号）1-38頁　Ⅲ：『鵬友』第30巻第2号（平成16年7月号）1-24頁 『鵬友』第30巻第3号（平成16年9月号）1-24頁　に発表した。2008年11月6日付け、衆議院議員：辻元清美氏が総理大臣：麻生太郎氏に対して、発した「質問趣意書」の回答によれば、発行部数5,100との事実がある。 

  

1） 航空自衛隊を元気にする10の提言　パートI　「９　えこひいき大作戦とお邪魔虫大作戦」には次の記述がある。「手前味噌で恐縮だが具体例を挙げないと理解しづらいと思うので小松基地司令（原告注：1998年～1999年）のときの話をしたい。毎年秋に小松市のどんどん祭りが開催される。私はこれを2度経験したが、着任して最初の祭りの時には市役所前に造られた特設ステージに、市長、市議会議長、商工会議所会頭など約20名とともに小松基 地司令の席が準備され、祭りの開会式が行われた。特設ステージに並ぶ人たちは1人ずつ紹介があり、紹介後入場するという形だった。2年目には開会式のやり 方が変わった。場所も小松市の陸上競技場に移され、ひな壇に並ぶ人たちも大幅に数が減り、市長、市議会議長、商工会議所会頭など限定された数名の人たちになるということだった。そこで小松基地司令は並ぶ必要がないという連絡を受けた。私は監理部長を派遣して是非並ばせて欲しいと申し入れを行った。結果はやはり並ばなくていいというものだった。それでも私は諦めなかった。祭りは日曜日に行われたが、私は、開会式の時間にひな壇のちょうど正面になる陸上競技場の観覧席に制服を着て副官とともに座っていた。開会式の直前になって私の姿を見つけた祭りの実行本部の人がやってきてひな壇の人たちが基地司令にもこちらに並んでもらってはどうかと言っているということで、結局私はひな壇に並び場内放送で紹介を受けることになった。これを私はお邪魔虫大作戦と呼んでいる。」 「並ばなくていいと言われたときにそのとおりにすることもできた。申し入れを行って再度断られた時点で諦めることもできた。 

しかし結果としてひな壇に並び場内放送で紹介を受けたことにより、小松の祭りに集まった人たちは、基地司令のそれなりのステータスを認めることになったと思う。このこと自体はそれだけを見れば取るに足らない些細なことである。しかし私はこの些細なことの積み上げがその人や職位のステータスを造っていくのではないかと思う。」［事実1］ 
「もうひとつ例を挙げる。福井県で全国農業祭が行われ皇太子殿下御夫妻が参加されるために小松空港経由で現地に向かわれることがあった。石川県が出迎えの計画を作ったが一般市民が道路沿いに並んで殿下御夫妻を歓迎し、多くの警察官が警備のために動員されるというものだった。私は警察官とともに自衛官の雄姿も是非殿下御夫妻に見て頂きたいと思った。そこでこのときも自衛隊にも是非と列をさせて欲しいと申し入れた。しかし場所の関係とかで基地の外でのと列は遠慮して欲しいという回答が来た。それでは自衛隊の姿が一般の人たちには見えることがない。諦めきれずに交渉したところ、それでは空港ターミナルの出口で基地司令にも県知事、県議会議長や小松市長とともに約20名の出迎えの列に並んでもらうことにしましょうということになった。この出迎えの光景は多くのマスコミが取材していたので多分小松基地司令の姿も多くの県民が認識したのではないかと思う。何か重要な行事等があるときは必ず自衛隊が参加している、基地司令はひな壇等に並んでいると県民が自然に思ってくれればそれがステータスである。」［事実2］ 

  

《原告の主張》 

1. ［事実1］は地方自治法で云う自治体たる小松市の決定事項と推量する。［事実2］は同地方自治法で云う自治体たる石川県の決定事項である。小松市・石川県とも憲法に謳う「三権分立の行政」に該当する。言い換えると「文民統制＝シビリアン コントロール」の「文民」に相当する。その決定事項に対して、被告は執拗に交渉を繰り返す、そして、これが叶わないとなると、［事実1］に被告自身が自白するように、「ひな壇のちょうど正面になる陸上競技場 の観覧席に制服を着て副官とともに座っていた。」実力行使事実がある。小松市での実力行使一度ならず、石川県での実力行使事実でも明らかなように紛れもなく「文民統制違反」再犯確信犯であり、実力行使（武器なきクーデター）既遂犯と思量する。 

  
（B) 2008年11月、被告が航空幕僚長更迭の原因となった「日本は侵略国家であったのか」解題 
【甲第1号証】
アパグループ第一回
「真の近現代史観」懸賞論文　受賞者発表 

最優秀藤誠志賞（懸賞金300万円・全国アパホテル巡りご招待券）
田母神　俊雄様（航空幕僚長）
受賞作品
http://www.apa.co.jp/book_report/images/2008jyusyou_saiyuusyu.pdf 

に対して、また11月11日に行われた被告に対する「参議院外交防衛委員会参考人招致質問」事後、政府与党自民党の中からも以下の声が上がっている。 

  

（B)－2      クーデター危ぶむ声も　前空幕長問題で自民幹部

 HYPERLINK "http://www.kanaloco.jp/kyodo/news/20081113010009581.html" \t "_blank" - 08/11/13 | 共同通信　配信NEWS | 15 view 

1）田母神俊雄前航空幕僚長が歴史認識に関する政府見解を否定する論文　を公表した問題をめぐり１３日、自民党の各派総会で、青年将校らがクーデターを企てた ２・２６事件などを引き合いに「シビリアンコントロール（文民統制）をしっかりしないといけない」と危ぶむ声が相次いだ。
　山崎派では、防衛庁長官も務めた山崎拓会長が「最高指揮官の麻生太郎首相が村山談話を踏襲すると言っている以上、現職自衛官が論難することは許されない。憲法秩序の中の自衛隊とわきまえてもらいたい」と批判。
　石原伸晃幹事長代理は「かつて世界恐慌が起き、政治不信を背景に青年将校が台頭した。金融恐慌の今、日本では若者が政治への不満を募らせている」と強調し、野田毅元自治相は「政治が緊張感を失っているのではないか」と指摘した。
　麻生派の中馬弘毅座長は「陸上や海上（自衛隊）は大丈夫か。だらしない政府はつぶせと首相官邸を取り囲み、放送局を占拠すれば一挙にクーデターとなる。２・２６事件は青年将校だったが、今回は長だ」と訴えた。 

  

《原告のコメント》 

1. 上述、現在の国権の長たる内閣総理大臣：麻生太郎氏を支える自由民主党・麻生派・中馬弘毅座長は2.26事件クーデターを想起し、深い懸念を表明している事実がある。 

  
（C） 航空自衛隊を元気にする10の提言　パートⅡ-9　脱「茶坊主」宣言に、以下記述がある。 

「話はやや飛ぶが我が国における政治と軍事の関係では、我が国の政治は戦後、よく自衛隊を怒ったり怒鳴ったりしてきたのではないか。戦前の我が国はといえば今とは全く逆で、5.15事件や2.26事件に見られるように軍が政治家にテロを行っても軍の思いを実現しようとするような行き過ぎがあった。政治は無理矢理軍の意向に添わされたと言って良い。その反動で戦後は制服自衛官にはモノを言わせないという風潮が広がってしまった。だから自衛官は国家に対し茶坊主になるしかなかった。しかし、これらはいずれも民主主義国家における政軍関係のあるべき姿ではない。」 

《原告の主張》 

1. 上記被告「茶坊主からの脱却」は、単純二段論法で「5.15事件・2.26事件肯定論」に行き着く。被告は当時、「軍に行き過ぎがあった。無理矢理、軍の意向に添わせた。」と言う。上述、小松市・どんどん祭りそして石川県・皇太子殿下歓迎において、被告は「軍の無理矢理」を既遂している。言うまでもなく、2.26事件とは、1936年、大日本帝国陸軍に所属する青年将校が「昭和維新」「尊皇討奸」の思想の下、軍事クーデターを起こすが失敗に終わり、首謀者17名は死刑、69名が有罪となった、紛れもない史実・事実である。
2.  被告が統合幕僚学校長であった2003年、被告の提言により「国家観・歴史観」の講義が設けられた。現在も陸海空３幹部学校の合同統合教育として続けられている。 

  
（D) 2008年11月11日被告参議院参考人招致回答 

田母神氏「あの、統幕学校の学生は、一等空佐であるので、とてももう純真とは言えません。４０過ぎて。それから、私が、学校ではですね、国の方針とかいろいろありますけれども、それはまた、学校の中ではですね、いろんなことを議論、学校の中だけですから、例えば専守防衛と いう決められた枠からわれわれがはみ出て行動するとかいうことではわけですね。だから、それを、結局、議論をして、自由に議論をしましょうということです ね、学校では。〈以下資料の講義内容を意味する。〉

  

（E) 「自衛隊を元気にするⅠ「７　訊くな、基準を求めるな」より 

「訊くな」、「基準を求めるな」というと、一般的に指導されていることには反するかもしれない。しかし空自の現状を見るに訊き過ぎ、基準の要求し過ぎのような気がする。例えば今、自宅から２百メートルほど離れた駐車場にいて、車を20メー トルほど移動することが必要になった。このとき運転免許を携帯していないことに気がついた。もし車を動かしたら免許の不携帯に当たるか。これを警察官に訊いた後でないと行動に移せない、というような仕事をしていないかどうか反省してみる必要があろう。訊かれた方はそれは不携帯に当たらないとは言えないであろう。自分の責任で処置してくれと言いたくなる。何事も行き過ぎは修正されなければならない。決められたことを決められたとおりやるだけの航空自衛隊になってはいけない。「俺のやりたいようにやらせろ、必ずみんなが満足する結果を出してみせる」というくらいの元気のある部隊長がいっぱいいて欲しいと思うのである。 

《原告の主張》 

1. 上述は免許不携帯教唆行為である。道路交通法は刑法に順ずる法律である。それを教唆・幇助してはいけない。これが転じて、〈１〉軍の無理矢理を押し通せ〈２〉専守防衛の枠をはみ出ろ。と幕僚学校長として生徒を煽動していることは明らかである。＊直後項目F）項参照＊ 
（F) 「自衛隊を元気にするⅢ-1.攻撃は最大の防御なり」より 

我が国は専守防衛を旨とする国防の態勢を維持しているが、 防 御のみを考えていては効果的な防御態勢は出来ないのではないか。攻撃を考えないといつも攻撃する側に１歩遅れてしまうのだ。準備が後手になる。自衛隊の中 にも相手国への攻撃について徹底的に考える人たちが必要であると思う。そしてその人たちのアイデアで我が国に対する攻撃について考えてみるのだ。それが我 が国の防衛態勢をより効果的なものにする。このような観点から米軍ではインターネット攻撃の専門部隊があると聞いている。この面でも我が国は後れをとって いる。基地対策やマスコミ対策でも似たようなところがある。相手の攻撃に対して専ら守りばかりを考えていては、１歩ずつ後退するだけである。ここでも攻撃 を考えれば後退しないで守ることが出来るかもしれない。「攻撃は最大の防御なり」である。
（G) 「日本は侵略国家であったのか」より（B項参照） 

自衛隊は領域の警備も出来ない、集団的自衛権も行使出来ない、武器の使用も極めて制約が多い、また攻撃的兵器の保有も禁止されている。諸外国の軍と比べれば 自衛隊は雁字搦めで身動きできないようになっている。このマインドコントロールから解放されない限り我が国を自らの力で守る体制がいつになっても完成しな い。 

《原告の主張》 

1. 上述は軍人＝航空幕僚長たる被告が為す国権に対する、「専守防衛放棄」「集団的自衛権保有行使」請求書及び憲法改悪要求書である。
2.  また、上述被告の言動・発想・行動・教育姿勢は、国際連合憲章（並びに下記日米安保条約前文）に対する挑戦及び日本が国連加盟条件（＝平和国家堅持担保力獲得）の毀損、そして未だ国連憲章第53条及び第107条に謳う、『安全保障理事会決議を経ないで日本に対し軍事行動を保障する「旧敵国条項」』の最たる発動要因になる。日米安保条約の上位条約・概念であるため、この「旧敵国条項」に対し、わが国には、異議申立権も、交戦権も存在しない。
3. むしろ、当該被告が為した一連の妄動に因って、過去において日本が侵略したアジアの複数の国から、この「旧敵国条項」とそれぞれの国が締結する条約の「集団的自衛権」に基づき、「日本を文民統制が破綻した軍事国家」と看做して、同時多発的に軍事急襲される危険が高まったと言える。
4.  被告・航空幕僚長が「侵略戦争なかった史観」及び「日米開戦ルーズベルト大統領陰謀説」を主張するとすれば、下記、安保条約・前文違背行為であるから「米国に課せられたとされる日本防衛義務」ですら免責・不履行となる危険性が高い。 

[日米安保条約] 

日本国及びアメリカ合衆国は、 

両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原則、個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し、また、両国の間の一層緊密な経済的協力を促進し、並びにそれぞれの国における経済的安定及び福祉の条件を助長することを希望し、国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべての政府とともに平和のうちに生きようとする願望を再確認し、 両国が国際連合憲章に定める個別的又は集団的自衛の固有の権利を有していることを確認し、両国が極東における国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し、相互協力及び安全保障条約を締結することを決意し、よつて、次のとおり協定する。 

  

第五条 

各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武力攻撃が自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従つて共通の危険に対処するように行動することを宜言する。 

前 記の武力攻撃及びその結果として執つたすべての措置は、国際連合憲章第五十一条の規定に従つて直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。そ の措置は、安全保障理事国が国際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な措置を執つたときは、終止しなければならない。 

  

5. 文 民＝代議士がいくら声高に「憲法第９条改正」「集団的自衛権保持」（といってもこのままでは日本は孤立無援となり、日米安保条約を盾に集団的自衛権を発動 できる隣人がいなくなる。）を叫ぼうが「選挙」という民主的自浄作用を原告らは持っている。しかし、被告ら軍人に対しては、選挙のような開放された情報に 基づく民主的な自浄作用を、持たない。
6. 被告の危ない挙動は以下資料を基礎にしている。
【資料】
統合幕僚学校・高級幹部課程講義案【甲第3号証】
「『昭和の戦争』について」
講義者は 福地　惇　（大正大学教授・新しい歴史教科書をつくる会理事・副会長） 

『昭和の戦争』について
福地　惇 注記　：　この文章は、平成18年4月17日に 防衛庁・統合幕僚学校・高級幹部課程における講義題目「歴史観・国家観」の講義案 である。講義時間の関係上、掲げたい史料や叙述を割愛した部分も多い。近日中に、完成稿を雑誌等へ発表する予定であることをお断りしておきます。 

             【目次】はじめに　歪曲された歴史観・国家観 

　　本講義の目的は、第一に「昭和の戦争」は「東京裁判」の起訴状と判決に言うような侵略戦争では全くはなく、「自存自衛」のための止む終えない受身の戦争 だったこと、第二にそれが了解出来れば、現憲法体制は論理的に廃絶しなくてはならない虚偽の体制であると断言できることを論ずることであります。「昭和の 戦争」の本質を語ることで、現在の国家の指導者は勿論、国民大多数が持つ「歴史観・国家観」が、その国家・国民の命運を大きく左右する程に重要であること を主張したいと思います。
（H) 【赤旗】2008/11/14              

その教育内容は、
「日本国憲法」体制を守る『自衛隊』の任務を教えるのではなく、
こともあろうに、「日本国憲法」を否定し、「日本国憲法」体制の転覆を教唆する
ものである。
この「反憲法教育」を注入（洗脳）されたのは、
陸上自衛隊：140人
海上自衛隊：130人
航空自衛隊：120人
であり、各自衛隊に満遍なく行われている。その人数からすると、高級幹部クラスであることは明らかである。
上に書いたようにこの講義が統合幕僚学校で行われたものであることからも当時から今日までの実力部隊を指揮する最高幹部および幹部候補生全員が受講したものと思われる。 

《原告の主張》 

1. 被告は、11月11日参考人質疑において「Yahooサイト上で63％が私を支持している。」そして当該アパ懸賞論文に応募した自衛官に関し「私が声を掛ければ1000名は下らない。（応募した自衛官78人）」との発言は
I） 陸海空三軍を統合した統幕学校で施した「憲法否定教育」の見事な成果の自白である。しかし、この統幕学校は私立の学校でもなく、我々納税者からの公費で賄われている。
II） 貴重な税金を費消し、憲法第99条に盛られた「憲法遵守義務」違反を犯し、軍隊（自衛隊）内において「憲法否定主義者」を育て上げ、ネズミ算式に増産して行く所業は、被告が好むところの大日本帝国軍隊時代で言えば「国家反逆の罪」そのものである。
（I) 「クラスター爆弾は防衛に必要」【甲第4号証】空幕長が明言2007年05月26日02時51分 
I） クラスター爆弾について、防衛省の田母神俊雄（たもがみ・としお）空幕長は２５日の定例会見で、「日本は島国で海岸線が長く、クラスター爆弾は防御に有効」と述べ、防衛手段として必要だという考えを示した。 　クラスター爆弾は親爆弾の中に多数の子爆弾を含んでおり、不発の子爆弾が地元の市民に被害を及ぼすと指摘されている。自衛隊では現在、航空自衛隊と陸上自衛隊が保有している。 日本では、クラスター爆弾を上陸してくる敵を海岸線で防ぐために使うことが想定されている。田母神空幕長は「クラスター爆弾で被害を受けるのは日本国民。国民が爆弾で被害を受けるか、敵国に日本が占領されるか、どちらかを考えた時、防衛手段を持っておくべきだ」と述べた。 　久間防衛相も同日の閣議後会見で、「攻撃されて蹂躙（じゅうりん）されるか、守り抜いた後で不発弾処理をした方がいいか。今の技術レベルだと、私は後者だと思う」と述べた。
II）  2007/5/26毎日JPニュース 

不発弾による深刻な人道被害が問題となっているクラスター爆弾の禁止を目指した「クラスター爆弾禁止リマ会議」会期中に、日本国民が被害を受けようが、国土が占領されないためにクラスター爆弾を海岸線に設置して敵の上陸を防ぐべきという発言をし、
《原告の主張》 

1. クラスター爆弾における、深刻な人道被害とは何か？それは最大で40％の不発弾が発生することである。米軍では対人・対装甲車両用の子弾を202発収めた CBU-87/B、戦車などを目標とする対装甲用子弾を10発収めた CBU-97/B、対装甲用成型炸薬子弾を247発収めた CBU-59（ロックアイII）などがある。つまり200発ｘ40％＝80発が「いつ爆発するかもしれない。」という危険を残すことになる。被告は本土防衛時、80発ｘα（自衛隊保有数約16500発：先のダブリン会議で完全廃棄決定）最大132万人の国民が死傷しても、「大本営ないし防衛省を死守せよ」と言っているに等しい。
2. 被告ほか自衛隊員は防御する手段を有しているだけに、国民を戦火の盾にする、まことに身勝手であり（国民からの信託に違背する）、被告の主張するところからしても軍人らしからぬ発言である。しかも、クラスター爆弾は敵国が発射するのではなく、本土防衛のために自衛隊自身が投下するものである。「自らの汗で納 付した税金が、爆弾となり、自らの汗で納めた税金で生計を立てる自衛隊員の手で投下されたクラスター爆弾が、掛替えのない家族、子供たちを傷つけ、殺す。 絶対に容認できるものではない。」
（J) 佐藤正久参議院議員に関連して 

          田母神空幕長ら自衛隊トップ７人に政治献金疑惑　自衛隊法違反か 

三宅勝久 氏記事転記        12:26 09/30 2008 

昨年７月の参議院選挙で初当選した元陸自１佐・佐藤正久参議院議員（自民）の政治資金管理団体に、田母神俊雄・航空幕僚長や折木良一・陸上幕僚長ら制服 組トップを含む７人の現職幹部自衛官が、計46万円の政治献金をしていたことがわかった。政治的中立を求めた国家公務員法違反の疑いがあるだけでなく、隊 員の「政治的行為」を厳しく制限した自衛隊法に違反する可能性が極めて濃厚だ。政界が混乱する中、約４兆８０００億円もの税金をつぎ込む国内最大級の役 所・防衛省の「政治的中立」は崩壊寸前だ。 

◇「さとう正久を支える会」資金報告書【甲第5号証】
◇献金者リストにあった2人の幕僚長
◇７人の自衛隊高級幹部が続々寄付
◇うち４人は自衛隊官舎住まい
◇「現職隊員が献金だなんて絶対にあり得ない」
◇自衛隊法６１条「政治的行為の制限」
◇あいまいさを残す自衛隊法の解釈
◇ゆらぐ自衛隊の「政治的中立」
◇結びつく、旧軍－自衛隊－佐藤議員 

◇「さとう正久を支える会」資金報告書
９月１２日、２００７年政治資金収支報告書（総務省届け出分）が一挙に公開された。昨年の参議院選挙で初当選した元陸自１佐・佐藤正久氏の資金管理団体「さとう正久を支える会」（代表・佐藤正久氏、新宿区市谷本村町）の報告書も公開された。
　公開された政治資金収支報告書を閲覧するため、筆者は９月下旬、総務省３階にある政治資金課を訪れた。佐藤議員の報告書だけを見たかったわけではない。毎年の恒例行事、ルーティーンワークの一環のつもりだった。
　 佐藤正久議員が代表を務める政治資金管理団体「さとう正久を支える会」が今年３月１７日付で提出した報告書によれば、２００７年の総収入は１億３１２２万 ９４３９円。うち、政治資金パーティーや書籍販売事業による収入が５０８６万７５５円。政党支部や政治団体からの寄付が３９００万１４１８円。個人の寄付 が４１３６万７２６６円となっている。この４０００万円あまりの個人献金のうち、計約１０００万円、およそ９０人分については、氏名・住所・職業・金額・日時が記載されている。残りの約３０９７万円分の内訳は記載されていない。
　 これは、通年で５万円以下の個人献金については記載義務がない、という政治資金規正法の規定による。３０００万円の匿名の個人献金ということになると、仮 にひとり５万円ずつを献金したとして６００人以上だ。この人たちの氏名・職業はわからない。もっとも「支える会」の報告書に記載された約９０人の献金者の 中にも５万円以下の例は多数ある。総務省によれば、これは税金の控除を求めた場合か、あるいは自主的に記載したものだという。
◇献金者リストにあった2人の幕僚長
　 個人献金者のリストは何ページにもわたっていた。１億３０００万円もの資金は公務員の給料ではとてもまかなえないだろう。選挙というのはカネがかかるもの だな、などと感心しながら見ていく。そのうちに見覚えのある名前が登場してきた。寺島泰三（元統合幕長会議議長）、志摩篤（元陸上幕僚長）、森勉（前陸上 幕僚長）、西元徹也（元統合幕僚会議議長）――自衛隊高級幹部のOBたちだ。リストも後半に差し掛かったころ、ある名前のところで目が留まった。田母神俊雄・東京都目黒区…公務員――とある。イラク派遣の違憲判決の際に「そんなの関係ねえ」などと発言して物議をかもした現役の航空幕長の名前だ。MNJで も、先刻、自衛隊機を独占した豪華出張ぶりについて疑問を投げかける記事を掲載したばかりだった。献金の日付は２００７年６月７日。参議院選挙投票日の １ヶ月ほど前だ。この日、田母神氏は「さとう正久を支える会」に１０万円を寄付した、と記載されている。現職の空幕長が特定の候補に政治献金していたと は、予想だにしなかった。自衛隊員の政治活動は厳しく制限されていると聞いている。何かの間違いだろうか。いぶかしく思いながらリストを点検してみると、 別の名前が見つかった。折木良一・東京都世田谷区・公務員――現役の陸上幕僚長だ。折木陸幕長の献金は昨年６月８日、８万円。「公務員」と記された献金者は、まだいた。 

◇７人の自衛隊高級幹部が続々寄付
佐藤議員の収支報告書に記載された「公務員」は、全部で８人を数えた。
①田母神俊雄（東京都目黒区）　２００７年６月７日＝１０万円
②折木良一（東京都世田谷区）　２００７年６月８日＝８万円
③佐藤次郎（帯広市南町）　　　２００７年５月３１日＝６万円
④菅野茂（多賀城市高崎）　　　２００７年６月１日＝１０万円
⑤丹羽浩之（広島市安芸区）　　２００７年６月１３日＝１０万円
⑥妻鳥元太郎（佐世保市祇園町）２００７年６月１９日＝１万円
⑦飯尾俊政（横須賀市池田町）　２００７年６月１９日＝１万円
⑧Y （武蔵野市御殿山）　　　　２００７年６月５日＝１万円 （敬称略） 

  

シビリアンコントロール無視・法の支配無視の 下記佐藤正久議員の駆けつけ警護発言問題については、佐藤氏は「あくまで過去の現場での思い・・・法を無視する意図はない」（８／１７　東京新聞）などと言っていますが、昨日公開した資料『武器使用権限の要点』によって、彼の個人的な考えなどではなく、自衛隊が組織的に違憲・違法行為を行おうとしていたことが明らかになりました。
        
★佐藤正久参院議員の発言要旨
「（オランダ軍が攻撃を受ければ）情報収集の名目で現場に駆け付け、あえて巻き込まれる。巻き込まれない限りは（武器使用が可能な）正当防衛、緊急避難の状況はつくり出せない。普通に考えて手を差し伸べるべきだという時は行ったと思う。日本の法律で裁かれるのであれば喜んで裁かれてやろうと」
《原告の主張》
1. 佐藤正久氏に対する献金は自衛隊法第61条違反である。献金の原資は何か？それは被告の給与＝原告らの納税である。
2. 被告も佐藤正久氏も、自衛隊法第53条規定の宣誓を為している。


　「私は、我が国の平和と独立を守る自衛隊の使命を自覚し、日本国憲法 及び法令を遵守し、一致団結、厳正な規律を保持し、常に徳操を養い、人格を尊重し、心身を鍛え、技能を磨き、政治的活動に関与せず、強い責任感をもつて専 心職務の遂行に当たり、事に臨んでは危険を顧みず、身をもつて責務の完遂に務め、もつて国民の負託にこたえることを誓います。」

  

3. 佐藤正久氏はイラク従軍時、「駆け付け警護＝武力行使」を企図したから、第53条違反である。
4. 被告は〈１〉統幕学校における、防衛戦争を本来職務とする多数の隊員に対し、「憲法否定教育」を長きに亘り、施した。これは違憲・違法行為教唆であり、刑法第78条「内乱予備罪」に相当する。また、主権者たる国民からの付託・信託に違背し、国庫からの支出を誘導し、反憲法教育費用に費消した。刑法第247条「背任の罪」を構成する。〈２〉当該献金事実　は自らが署名自著した宣誓に対する違背（自分自身に対する違背）である。
5. 佐藤正久氏における従軍姿勢は、自衛隊全体が憲法・法令遵守義務を軽視し、反法治国家＝無法国家に雪崩を打つ象徴・氷山の一角である。
 
（K) 平和的生存権に基づく請求権について
「裁判所に対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができる場合があると解することができ,その限りでは平和的生存権に具体的権利性がある｡」
は下記、確定判決から生じる「既判力」と思料する。

 
自衛隊のイラク派兵差止等請求控訴事件 
名古屋高裁違憲判決(全文) 
（判決：2008年4月17日・確定：2008年5月2日） 
平成20年4月17日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 
平成18年(ネ)第499号 自衛隊のイラク派兵差止等請求控訴事件 
(原審･名古屋地方裁判所平成16年(ワ)第695号,同第1458号,同第2632号,同第4887号,平成17年(ワ)第2956号) 
口頭弁論終結日 平成20年1月31日 
判 決 
当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 
主 文 
1. 本件控訴をいずれも棄却する｡
2. 控訴費用は控訴人らの負担とする｡ 3 本件差止請求等の根拠とされる平和的生存権について 
憲法前文に｢平和のうちに生存する権利｣と表現される平和的生存権は,例えば, ｢戦争と軍備及び戦争準備によって破壊されたり侵害ないし抑制されることなく,恐怖と欠乏を免れて平和のうちに生存し,また,そのように平和な国と世界をつくり出していくことのできる核時代の自然権的本質をもつ基本的人権である｡｣などと定義され, 控訴人らも｢戦争や武力行使をしない日本に生存する権利｣, ｢戦争や軍隊によって他者の生命を奪うことに加担させられない権利｣, ｢他国の民衆への軍事的手段による加害行為と関わることなく,自らの平和的確信に基づいて平和のうちに生きる権利｣, ｢信仰に基づいて平和を希求し,すべての人の幸福を追求し,そのために非戦･非暴力･平和主義に立って生きる権利｣などと表現を異にして主張するように,極めて多様で幅の広い権利であるということができる｡ 
このような平和的生存権は,現代において憲法の保障する基本的人権が平和の基盤なしには存立し得ないことからして,全ての基本的人権の基礎にあってその享有を可能ならしめる基底的権利であるということができ,単に憲法の基本的精神や理念を表明したに留まるものではない｡法規範性を有するというべき憲法前文が上記のとおり｢平和のうちに生存する権利｣を明言している上に,憲法9条が国の行為の側から客観的制度として戦争放棄や戦力不保持を規定し,さらに,人格権を規定する憲法13条をはじめ,憲法第3章が個別的な基本的人権を規定していることからすれば, 平和的生存権は,憲法上の法的な権利として認められるべきである｡そして,この平和的生存権は,局面に応じて自由権的,社会権的又は参政権的な態様をもって表れる複合的な権利ということができ, 裁判所に対してその保護･救済を求め法的強制措置の発動を請求し得るという意味における具体的権利性が肯定される場合があるということができる｡例えば,憲法9条に違反する国の行為,すなわち戦争の遂行, 武力の行使等や,戦争の準備行為等によって,個人の生命,自由が侵害され又は侵害の危機にさらされ,あるいは,現実的な戦争等による被害や恐怖にさらされるような場合,また,憲法9条に違反する戦争の遂行等への加担･協力を強制されるような場合には,平和的生存権の主として自由権的な態様の表れとして, 裁判所に対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができる場合があると解することができ,その限りでは平和的生存権に具体的権利性がある｡ 
なお, ｢平和｣が抽象的概念であることや,平和の到達点及び達成する手段･方法も多岐多様であること等を根拠に,平和的生存権の権利性や,具体的権利性の可能性を否定する見解があるが,憲法上の概念はおよそ抽象的なものであって,解釈によってそれが充填されていくものであること,例えば｢自由｣や｢平等｣ですら,その達成手段や方法は多岐多様というべきであることからすれば,ひとり平和的生存権のみ,平和概念の抽象性等のためにその法的権利性や具体的権利性の可能性が否定されなければならない理由はないというべきである｡ 
  

《結語》 
1. 以上、（A)項において摘示するように、被告は1998年～1999年、航空自衛隊第６航空団司令在任中、地方自治体所謂「民＝シビリアン」たる小松市・石川県の決定に謀反し、「軍」の意志を押し通す＝「実力行使」を敢行・既遂した。
⇒「文民統制」(シビリアンコントロール)違反である。憲法第66条2項違反に相当する。
2. （B) 項に摘示するように、国権の最高責任者：内閣総理大臣　麻生太郎を支える自由民主党・麻生派・中馬弘毅座長は、被告の一連の主張・行動に対して「クーデター：2.26事件の再来」とまで喝破している。
⇒「文民統制」(シビリアンコントロール)違反を危惧する声が立法府からも上がっている。
3. （C)に摘示するように、2002年～2004年、被告が、航空自衛隊幕僚学校校長在任中、被告は軍部による、5.15クーデター事件・2.26クーデター事件を擁護・支持する論調を展開している。
⇒憲法第99条違反・国家公務員法第82条3項・96条・97条、国家公務員倫理法第3条1～3項、自衛隊法第53条・自衛隊倫理法第1条、自衛隊倫理規定第1条5項、自衛隊法施行規則第39条・42条違反、刑法第78条違反に相当する。
4. （D)～（H)において摘示するように、2002年～2004年、被告が、航空自衛隊幕僚学校校長在任中、被告は自衛隊幹部候補生に対し、Ⅰ.「脱専守防衛教育」Ⅱ.「道路交通法脱法教唆」Ⅲ.「文民統制蹂躙教育」Ⅳ.「自衛隊の先制攻撃教唆」Ⅴ.「集団的自衛権＝攻撃的兵器肯定教育」Ⅵ.「日本国憲法体制転覆教唆」を行った。
⇒国連憲章前文・第１条・51条、日米安保条約前文、憲法前文・9条・99条、国家公務員法第82条3項・96条・97条、国家公務員倫理法第3条1～3項、自衛隊法第53条・自衛隊倫理法第1条、自衛隊倫理規定第1条5項、自衛隊法施行規則第39条・42条、刑法第78条違反に相当する。
5. （I)において摘示するように、被告は2007年、航空幕僚長在任中、「本邦防衛戦争時、主権者たるわれわれ国民がクラスター爆弾被爆により死傷すること」を是認・肯定した。
⇒国連憲章前文・第１条・51条、日米安保条約前文、憲法前文・9条・99条、国家公務員法第82条3項・96条・97条、国家公務員倫理法第3条1～3項、自衛隊法第53条・自衛隊倫理法第1条、自衛隊倫理規定第1条5項、自衛隊法施行規則第39条・42条違反に相当する。
6. （J)において摘示するように、2007年、被告が航空幕僚長在任中、参議院議員　佐藤　正久に対し「政治献金￥100,000」を為した。
⇒国家公務員法第102条・自衛隊法第61条違反に相当する。
7. （K)において原告が主張するように、2008年、名古屋高等裁判所は〈平成18年(ネ)第499号 自衛隊のイラク派兵差止等請求控訴事件〉において、憲法前文に明記される
「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。
　われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。
　日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。（1946年11月3日公布）」

から演繹される「平和的生存権」を源とする「損害賠償請求権」を認め判決し、既判力となった。
8. 被告はその官位・職位・職制を利用し、憲法否定・脱法行為を教唆した。被告が自白する如く「被告が号令を発すれば千名は集まろう」（2008年11月11日、参議院参考人招致発言）かという「被告と同思想の高級将校・軍人」が陸海空自衛隊に残存し、爆発的に増殖する可能性を孕む。
9. 以上から、
（Ⅰ）自衛隊クーデターの危険・確率が高まった。（1961年 「三無事件」ほか）＝「変乱」による突発的発砲・死傷への恐怖　
（Ⅱ）被告ら、公僕たる者が平然かつ易々と憲法及び法を蹂躙する「無法国家」への恐怖　
（Ⅲ）公然・非公然及び流血・無血に拘わらず、前述（Ⅰ）（Ⅱ）からもたらされる「主権在軍」国家への恐怖（①クラスター爆弾発言に看られる「国民が戦火の人柱・盾にさせられる」恐 怖　②反自衛隊国民が庇護対象外にされる恐怖）　
（Ⅳ）本邦「主権在軍」国家台頭に対し、国際連合安全保障理事会決議を経ずして行使できる「先制攻撃権」（国連憲章第53条・第107条敵国条項）保有国からの突発的・不意の被爆・被弾の恐怖

を抱くに至った。この恐怖は該敵国条項削除批准手続の困難性・本邦立法府の未成熟さ（「文民統制」に対する確固とした意志の希薄さ）から推しても、子供・孫・末代まで止む事がない。
10. 原告は、以上の事実から「生命保険加入の効果・意義・意味」を失った。被告の妄動により、戦乱リスクは高まり、実際、戦乱に至った場合、生命保険は「戦争その他変乱における、保険金支払免責」が適用され、まず支払がないと推量する。万が一、支払があったとしても受取人である係累も灰燼の骸と化していると想定できる。原告は当該訴訟進捗を見て「生命保険」を解約するつもりである。
11. 原告が享受しようとする「平和的生存権」に対する、被告が為した毀損行為から生じる精神的苦痛を換算すれば金2万円を下らない。上述、名古屋高裁「自衛隊のイラク派兵差止等請求控訴事件」主文に明示された、「裁判所に対し当該違憲行為の差止請求や損害賠償請求等の方法により救済を求めることができる場合があると解することができ,その限りでは平和的生存権に具体的権利性がある｡ 」との既判力を踏襲し、請求権を行使する。尚、上述、生命保険逸失利益請求権を留保する。
  　
　
よって、民法第709条・710条に基づき、 

原告は被告に対し、慰謝料　金２万円を支払え。 

との判決及び仮執行宣言を求める。 
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